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一級河川春木山大沢川 災害復旧助成事業について

　　新潟県土木部河川管理課

1 ．はじめに
　令和 ４ 年 8 月 3 日から ４ 日にかけて新潟県北部地
方を中心に記録的な大雨となり、県内の広範囲にわ
たり被害が発生しました。今回は、この豪雨災害に
おいて特に被害の大きかった一級河川春木山大沢川
の改良復旧について報告します。

２ ．気象の状況
　 8 月 3 日から ４ 日にかけて前線が新潟県付近に停
滞し、太平洋高気圧の縁をまわる暖かく湿った空気
が前線に流れ込んだため前線の活動が活発となり、
記録的な大雨となりました。
　村上市、関川村では、線状降水帯による非常に激
しい雨が同じ場所で降り続いたことから、 8 月 3 日
昼過ぎから夜遅くにかけて「顕著な大雨に関する情
報」が 3 回発表され、 8 月 3 日 3 時から 5 日 5 時の
総降水量は、下関観測所（関川村）で569㎜、高根
観測所（村上市）で414㎜に達しました（図－ 1 ）。
また、降り始めから 8 月 ４ 日12時までの累計雨量は、
坂町観測所（村上市）において県内最大の589㎜を
観測（図－ 2 ）したのをはじめ、22観測所（気象庁、
国土交通省、県管轄の合計）で250㎜を超えました。

３ ．被害の状況
　住家被害については、全壊 8 棟、半壊23棟、床上
浸水878棟、床下浸水1,501棟となりました（令和 ４
年12月26日時点）。特に被害の大きかった村上市坂
町地区では、626世帯（令和 ４ 年12月28日時点）が
床上浸水するなど、甚大な被害（写真－ 1 、 2 ）が
発生しました。なお、人的被害については村上市で
重傷者が 1 名にとどまりました。

図－ ２　坂町観測所（村上市）雨量

図－ 1　アメダスによる総雨量

写真－ 1　国道 ７号浸水状況
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４ ．春木山大沢川の被害状況
　春木山大沢川は山間部と平野部に位置しているた
め、山地部では河床勾配が 1 /30～ 1 /80程度と急勾
配で洪水時の流速も速く、今回出水では洪水の流下
による護岸破損（写真－ 3 、 ４ ）や上流山間部から
の土砂流出が発生し、平野部へと河床勾配が変化す
る箇所では、土砂堆積（写真－ 5 ）などの被害が発
生しています。
　また、平野部においては、外水・内水による浸水
被害が広範囲で発生しました。

写真－ ３　護岸被災状況（山間部）

写真－ ４　護岸被災状況（山間部）

写真－ 5　河道埋塞状況（平地部）

写真－ ２　村上市坂町地区浸水状況
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5 ．改良復旧事業の概要
⑴　計画概要
　1）整備の方針
　春木山大沢川は村上市坂町市街地で烏川に合流す
る流域面積6.7㎢、流路延長４.0㎞の荒川の二次支川
になり、羽越豪雨を契機に昭和42年から河川一定災
事業に着手し、上流区間の約 2 ㎞を計画高水流量
10㎥/s で改修しています。
　春木山大沢川が合流する下流の烏川は、最下流か
ら約 5 ㎞において河川整備計画規模で整備が完了し
ており、新たに下流から整備目標を上げて整備する
ことは膨大な時間を要すること、また、遊水地や放
水路の整備は、地域への影響や維持管理も含めた費
用等の観点から実現性が低いため、春木山大沢川の
河道整備は上下流バランスを考慮し、烏川の河川整
備計画規模に合わせ13㎥/s で整備することとしま
した（図－ 3 ）。
　また、助成事業による下流への流量増加に対して
は、河川害復旧等関連緊急事業を行うことで上下流
バランスを確保することとしました（図－ ４ ）。

　２）河道拡幅
　春木山大沢川の河道整備は、片岸拡幅を基本とし、

図－ ３　春木山大沢川位置図

影響の少ない側に引堤を行うこととしました。
　また、国道113号より上流側については、河川整
備計画規模の流下能力があることから、河道拡幅は
行わず、被災した護岸等の復旧及び今回と同規模の
洪水に対応した越流対策として堤防天端の保護等を
行う計画としました。

　３）輪中堤（二線堤）整備
　今回のように降雨の規模が極めて大きく、被災流
量を下回る計画流量を設定せざるを得ない場合に
は、助成事業において「氾濫流対策」を局部的に実
施できる（方針第18・ 2 ）ことから、追加対策とし
て、基本方針規模で輪中堤（二線堤）を整備し、外
水による氾濫流が住宅地へ流入することを防ぐこと
により、浸水被害の軽減を図ることとしました（図
－ 5 、 6 ）。

⑵　事業の方針（流域治水の取組）
　春木山大沢川の改良復旧事業は、令和 ４ 年 8 月の
大雨を踏まえた荒川水系流域治水プロジェクト及び
荒川水系緊急治水対策プロジェクトにおいて、氾濫
をできるだけ防ぐ・減らすための対策の一つとして
位置付けられています。
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していきます。

6 ．終わりに
　気候変動による被害の激甚化、頻発化を踏まえ、

「流域治水」への転換を進めている中、輪中堤（二
線堤）の計画は他に類を見ない取組であることか
ら、地域住民の皆様に丁寧な説明を行うとともに、
事業実施にあたっては、関係自治体等と連携しなが
ら、一日も早い地域の安全安心の確保に努めて参り
ます。
　また、本省防災課をはじめ関係者の皆様には、発
災当初から事業採択に至るまで、適切なご指導、ご
助力いただきましたことを、この場をお借りしまし
て改めて御礼申し上げます。
　最後になりますが、今回被害の大きかった村上市
並びに関川村は、温泉や歴史観光等の資源が豊富に
あり、お祭りなどのイベントも多く開催されており
ますので、是非足を運んでいただければと思います。

・村上市観光協会：https://www.sake3.com/
・関川村観光協会：https://sekikawa-kankou.com/

図－ 6　輪中堤（二線堤）断面図イメージ

田 排水路

輪中堤（二線堤）

（住宅地側）
盛土

　今後も引き続き、国土交通省、村上市、土地改良
区等の流域内のあらゆる関係者と協働しながら、浸
水被害の更なる軽減に向け、流域治水の取組を推進

春木山大沢川
輪中堤（二線堤）

排水路
排水路田

図－ 5　輪中堤（二線堤）イメージ

図－ ４　春木山大沢川の河道計画

https://www.sake3.com/
https://sekikawa-kankou.com/
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河川愛護月間（ 7 月 1 日〜 7 月31日）を実施します
〜せせらぎに ぼくも魚も すきとおる〜

国土交通省水管理・国土保全局治水課

　国土交通省では、毎年 7 月を「河川愛護月間」と
定め、河川愛護運動を実施しています。
　地域や流域全体と一体となった良好な河川環境の
保全・再生、地域社会や流域全体と河川との関わり
の再構築、河川愛護意識の醸成、河川の適切な利用
の推進のための様々な活動を実施します。

【「河川愛護月間」の主な活動】
⑴　河川周辺の清掃活動
　良好な河川環境を保全・再生するため、地域住民、
市民団体等が主体となって、河川周辺の清掃活動を
行います。
⑵　各種行事の開催
　全国の未就学児から一般の方を対象に、「川遊び
～川での思い出・川への思い～」をテーマに絵と文
章を組み合わせた「絵手紙」の募集を行います。こ
のほか、河川に関する写真、絵画、作文のコンクー
ルや、「水辺で乾杯」など様々なイベントを開催し
ます。

【令和 ４年度活動状況】

河川一斉清掃

カヌー体験
せせらぎに ぼくも魚も すきとおるせせらぎに ぼくも魚も すきとおる

7月1日～ 7月31日7月1日～ 7月31日
河川愛護月間

7／7は
川の日です

〈川の防災情報〉  https://www.river.go.jp/index
〈気象庁天気予報〉 「市外局番」+「177」

7月1日～7日は河川水難事故防止週間

https://www.mlit.go.jp/river/aigo/index.html
詳しくは

●主催：国土交通省／都道府県／市町村
●後援：内閣府／NHK／一般社団法人日本新聞協会／一般社団法人日本民間放送連盟
●協賛：公益社団法人日本河川協会／公益財団法人リバーフロント研究所／

公益財団法人河川財団／全国治水期成同盟会連合会／全国水防管理団体連合会／
一般社団法人建設広報協会／一般財団法人河川情報センター／
一般財団法人渡良瀬遊水地アクリメーション振興財団／全国建設弘済協議会／
一般社団法人全国海岸協会

◆標語（平成22年募集）は国土交通大臣賞　松永 卓眞さん（熊本県八代市立太田郷小学校）の作品
◆絵手紙（令和4年募集）は国土交通大臣賞他を受賞された方々の作品
◆標語（平成22年募集）は国土交通大臣賞　松永 卓眞さん（熊本県八代市立太田郷小学校）の作品
◆絵手紙（令和4年募集）は国土交通大臣賞他を受賞された方々の作品

“絵手
紙”募集中！！

令和5年10月13日（金）必着
アクセスぐす今

国土交通事務次官賞： 青山　ひよりさん
（彦根市立西中学校）
国土交通事務次官賞： 青山　ひよりさん
（彦根市立西中学校）

国土交通事務次官賞： 新田　蓮さん
（東かがわ市立大内小学校）
国土交通事務次官賞： 新田　蓮さん
（東かがわ市立大内小学校）

国土交通事務次官賞： 佐藤　なな子さん
（彦根市立西中学校）
国土交通事務次官賞： 佐藤　なな子さん
（彦根市立西中学校）

国土交通事務次官賞： 政木　貴晴さん
（横浜マドカ幼稚園）
国土交通事務次官賞： 政木　貴晴さん
（横浜マドカ幼稚園）

国土交通事務次官賞： 藤本　佳奏さん
（京都市立西京高等学校）
国土交通事務次官賞： 藤本　佳奏さん
（京都市立西京高等学校）

国土交通大臣賞： 宮坂　由香さん
（浜松市立中郡中学校）
国土交通大臣賞： 宮坂　由香さん
（浜松市立中郡中学校）

国土交通事務次官賞： 市川　ひなのさん
（静岡県）
国土交通事務次官賞： 市川　ひなのさん
（静岡県）

A　初校

令和５年度　河川愛護月間チラシ.indd   1 2023/06/05   16:37

⑶　河川のパトロール
　河川利用者に対し河川の適切な利用に関する指導
を行うため、関係行政機関が共同して河川のパトロ
ールを実施します。
⑷　河川水難事故防止週間
　 7 月 1 日から 7 日までを「河川水難事故防止週間」
と定め、出前講座等により水難事故防止に関する啓
発活動を行います。

https://www.mlit.go.jp/river/aigo/index.html
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いのちとくらしをまもる 防災減災 令和５年台風第２号関連

国土交通本省災害査定官を派遣し、
被災した河川・道路等の迅速な復旧を支援します

〜令和 5年台風第 2号関連の災害緊急調査を実施〜

令和 5年 6月 6日 水管理・国土保全局防災課

　令和 5 年台風第 2 号及びそれに伴う前線の活発化による大雨について、被害状況を迅速かつ的確
に把握するとともに、被災した公共土木施設に対する応急措置や復旧工法等の技術的な助言・指導
を行うため、国土交通本省災害査定官を静岡県に派遣して災害緊急調査を実施します。

　

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000253.html

※災害緊急調査とは、広域にわたる災害や人的被害
が発生している等の特別な災害において、本省か
ら派遣された災害査定官が、現地における災害時
の気象、水理及び被害状況を迅速かつ的確に把握
するとともに、被災した公共土木施設に対する応
急措置及び復旧方針樹立の指導を行うものです。

【災害緊急調査】
○派遣日程：令和 5 年 6 月 7 日（水）　14時30分～
○派 遣 先：静岡県内の河川等
　　　　　　（二級河川敷地川（磐田市敷地））
○派 遣 者：国土交通省水管理・国土保全局 防災課
　　　　　　災害査定官
　　　　　　　三浦　剛志（みうら　つよし）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000253.html
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https://www.bousai.go.jp/pdf/230614_koukai.pdf

「令和五年五月五日の地震による石川県珠洲市の区域に係る災害についての
激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」について

令和 5年 6月14日 内閣府政策統括官（防災担当）

　「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に
関する法律」に基づき、別紙のとおり、当該災害を
激甚災害として指定し、併せて当該災害に対する適
用措置を指定する政令が 6 月 9 日（金）に閣議決定さ
れ、本日（ 6 月14日（水））公布・施行されましたの
で、お知らせいたします。

1 ．激甚災害の指定
　令和五年五月五日の地震による石川県珠洲市の
区域に係る災害

2 ．適用措置の指定
【局激】
【適用措置】
①公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政

援助（法第 3 条、第 ４ 条）
　公共土木施設の災害復旧事業等について、公共
土木施設災害復旧事業費国庫負担法等の根拠法令
等に基づく通常の国庫補助率を嵩上げ。

（過去 5 カ年の実績の平均では公共土木施設等は
70％→83％に嵩上げ）

【対象地域】
　石川県珠

す

洲
ず

市
し

3 ．スケジュール
　 6 月 9 日（金）　閣議決定
　 6 月14日（水）　公布・施行

（第 3 ・ ４ 条）公共土木施設災害復旧事業等

＜通常の災害時の措置＞
（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等）

○公共土木施設（河川・海岸・砂防設備・道路・
港湾・漁港・下水道・公園等）、公立学校、公
営住宅、生活保護・児童福祉・老人福祉・障害
者福祉等の施設の災害復旧事業、都道府県等が
行う感染症予防事業、流入した土砂等や浸水の
排除事業等が対象

○公共土木施設災害復旧事業では、復旧費用の自
治体の標準税収入に対する割合に応じ、段階的
に国庫負担率を嵩上げ

○補助率　70％
　（地方負担分への交付税措置を加えると98.5％）
　（過去 5 カ年の実績の平均）

＜激甚災害指定時の措置＞
○補助率等を嵩上げ
　70％ ⇒ 83％
　（地方負担分への交付税措置を加えると99.2％）
　（過去 5 カ年の実績の平均）
　※プール計算方式

（個別事業ごとに補助率を嵩上げするのでは
なく、各事業の地方負担額を合計し、地方公
共団体の標準税収入に応じて一部を国が負担

※激甚災害の措置は、いずれも一定以上の被害が生
じた場合に適用され、その程度、範囲等は政令で
定める基準に基づく。

https://www.bousai.go.jp/pdf/230614_koukai.pdf


令 和  5  年  7  月  1  日 防 災 （ 9 ）第 889 号

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和５年台風第２号関連

国土交通本省災害査定官を派遣し、
被災した河川・道路等の迅速な復旧を支援します

〜令和 5年台風第 2号関連の災害緊急調査を実施〜

令和 5年 6月19日 水管理・国土保全局防災課

　令和 5 年台風第 2 号及びそれに伴う前線の活発化による大雨について、被害状況を迅速かつ的確
に把握するとともに、被災した公共土木施設に対する応急措置や復旧工法等の技術的な助言・指導
を行うため、国土交通本省災害査定官を和歌山県に派遣して災害緊急調査を実施します。

　
※災害緊急調査とは、広域にわたる災害や人的被害

が発生している等の特別な災害において、本省か
ら派遣された災害査定官が、現地における災害時
の気象、水理及び被害状況を迅速かつ的確に把握
するとともに、被災した公共土木施設に対する応
急措置及び復旧方針樹立の指導を行うものです。

【災害緊急調査】
○派遣日程：令和 5 年 6 月20日（火）～21日（水）
○派 遣 先：和歌山県内の河川・道路等（調整中）
○派 遣 者：国土交通省水管理・国土保全局 防災課
　　　　　　災害査定官
　　　　　　　大西　民男（おおにし　たみお）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000255.html

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和５年台風第２号関連

国土交通本省災害査定官を派遣し、
被災した河川・道路等の迅速な復旧を支援します

〜令和 5年台風第 2号関連の災害緊急調査を実施〜

令和 5年 6月15日 水管理・国土保全局防災課

　令和 5 年台風第 2 号及びそれに伴う前線の活発化による大雨について、被害状況を迅速かつ的確
に把握するとともに、被災した公共土木施設に対する応急措置や復旧工法等の技術的な助言・指導
を行うため、国土交通本省災害査定官を愛知県に派遣して災害緊急調査を実施します。

　
※災害緊急調査とは、広域にわたる災害や人的被害

が発生している等の特別な災害において、本省か
ら派遣された災害査定官が、現地における災害時
の気象、水理及び被害状況を迅速かつ的確に把握
するとともに、被災した公共土木施設に対する応
急措置及び復旧方針樹立の指導を行うものです。

【災害緊急調査】
○派遣日程：令和 5 年 6 月16日（金）
○派 遣 先：愛知県内の道路等（調整中）
○派 遣 者：国土交通省水管理・国土保全局 防災課
　　　　　　災害査定官
　　　　　　　小川　渉（おがわ　わたる）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000254.html

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000255.html
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いのちとくらしをまもる 防災減災

令和 ５ 年梅雨前線による大雨及び台風第 ２ 号により被災した
河川・道路等の迅速な復旧を支援

〜設計図書の簡素化や書面査定の上限額引き上げにより、災害査定を効率化します〜

令和 5年 6月23日 水管理・国土保全局防災課

　令和 5 年梅雨前線による大雨及び台風第 2 号により多くの公共土木施設が被災しています。この
ため、災害復旧事業の災害査定について、被害件数が多い地方公共団体において、設計図書の簡素
化や被災現場に赴かずに書面により査定を行う対象の拡大により、災害査定の事務手続きの効率化・
迅速化を図ります。

　

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000256.html

＜対象区域＞
長野県、静岡県、愛知県、和歌山県、浜松市

（対象区域は、23日現在の被害報告によるものであり、上

記以外の区域においては必要に応じ個別に対応する。）

＜災害査定の効率化＞
○設計図書の簡素化により早期の災害査定を実施
・既存地図や航空写真、代表断面図を活用するこ

とで、測量・作図作業等を縮減する。
・土砂崩落等により被災箇所へ近寄れない現場に

対し、航空写真等を用いることで、調査に要す
る時間を縮減する。

（水管理・国土保全局所管施設）
　長野県、静岡県、愛知県、和歌山県、浜松市

○書面による査定の上限額引き上げにより査定に要
する時間や人員を大幅に縮減
・書面による査定の上限額を通常の1,000万円未

満から以下のとおり引き上げる。
（水管理・国土保全局所管施設）

長 野 県：３，０００万円以下
静 岡 県：４，０００万円以下
愛 知 県：３，３００万円以下
和歌山県：１，５００万円以下
浜 松 市：７，０００万円以下

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000256.html


令 和  5  年  7  月  1  日 防 災 （11）第 889 号

　数値予報技術等の改善を踏まえ、台風進路予報の予報円の大きさ及び暴風警戒域※を現在よりも
絞り込んで発表します。

　

いのちとくらしをまもる 防災減災

台風進路予報円及び暴風警戒域を
より絞り込んで発表します

令和 5年 6月26日 気象庁大気海洋部

https://www.jma.go.jp/jma/press/2306/26b/20230626_typhoon_track_forecast_improvement.html

　気象庁は、台風の進路を予報する際には、予報の
誤差を考慮して、台風の中心が70％の確率で入ると
予想される範囲を円（予報円）で示しています。
　近年、数値予報技術等の改善により台風進路予報
の精度が向上していることを踏まえ、台風進路予報
の予報円の大きさ及び暴風警戒域※を現在よりも絞
り込んで発表するよう改善します。特に、 3 日先以
降の予報円が大きく改善し、 5 日先の予報円の半径
はこれまでと比べて最大40％小さくなります。

　この改善は、本日 6 月26日以降に発生する台風に
対し適用します。
　今回の改善により、タイムラインに沿った自治体
の防災対応や住民の皆様の防災行動をより適切に支
援できるようになることが期待されます。
　気象庁では、引き続き台風進路予報精度の向上に
取り組んでまいります。

※台風の中心が予報円内に進んだ場合に風速２5m/s 以上の暴
風となるおそれのある範囲

予報円・暴風警戒域の改善イメージ（令和元年東日本台風の例）

暴風警戒域の改善イメージ予報円の改善イメージ

予報の信頼度が同じ場合、新たな５日先の予報円の半径が
現在の４日先の予報円よりも小さくなるようなイメージ

https://www.jma.go.jp/jma/press/2306/26b/20230626_typhoon_track_forecast_improvement.html


（12） 第 889 号 防 災 令 和  5  年  7  月  1  日

https://www.bousai.go.jp/pdf/230627_koukai.pdf

令和 ５ 年梅雨前線豪雨等による災害についての激甚災害
及びこれに対し適用すべき措置の指定見込みについて

令和 5年 6月27日 内閣府政策統括官（防災担当）

（第 3 ・ ４ 条）公共土木施設災害復旧事業等

＜通常の災害時の措置＞
（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等）

○公共土木施設（河川・海岸・砂防設備・道路・
港湾・漁港・下水道・公園等）、公立学校、公
営住宅、生活保護・児童福祉・老人福祉・障害
者福祉等の施設の災害復旧事業、都道府県等が
行う感染症予防事業、流入した土砂等や浸水の
排除事業等が対象

○公共土木施設災害復旧事業では、復旧費用の自
治体の標準税収入に対する割合に応じ、段階的
に国庫負担率を嵩上げ

○補助率　70％
　（地方負担分への交付税措置を加えると98.5％）
　（過去 5 カ年の実績の平均）

＜激甚災害指定時の措置＞
○補助率等を嵩上げ
　70％ ⇒ 83％
　（地方負担分への交付税措置を加えると99.2％）
　（過去 5 カ年の実績の平均）
　※プール計算方式

（個別事業ごとに補助率を嵩上げするのでは
なく、各事業の地方負担額を合計し、地方公
共団体の標準税収入に応じて一部を国が負担

※激甚災害の措置は、いずれも一定以上の被害が生
じた場合に適用され、その程度、範囲等は政令で
定める基準に基づく。

　令和 5 年梅雨前線豪雨等による災害については、
地方公共団体や関係省庁等による被害状況調査の結
果、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等
に関する法律」に基づく激甚災害に指定し、別紙の
措置を適用する見込みとなりましたので、お知らせ
いたします。
　今後は、激甚災害として指定する政令の制定に向
けた手続を進めてまいります。
　また、地方公共団体や関係省庁等による被害状況
の把握が進展し、適用措置や地域の追加が必要とな
った場合には、改めてお知らせいたします。

1 ．激甚災害の指定（見込み）
　令和 5 年梅雨前線豪雨等による災害（仮称）

2 ．適用措置の指定（見込み）
【局激】
【適用措置】
①公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政

援助（法第 3 条、第 ４ 条）
　公共土木施設の災害復旧事業等について、公共
土木施設災害復旧事業費国庫負担法等の根拠法令
等に基づく通常の国庫補助率を嵩上げ。

（過去 5 カ年の実績の平均では公共土木施設等は
70％→83％に嵩上げ）

【対象地域】
　長野県泰

やす

阜
おか

村
むら

　和歌山県紀
き

美
み

野
の

町
ちょう

※今後、地方公共団体や関係省庁等による被害状況
の把握の進展により、適用措置や地域が追加 さ
れる場合がある。

https://www.bousai.go.jp/pdf/230627_koukai.pdf


令 和  5  年  7  月  1  日 防 災 （13）第 889 号

“防災・減災対策強化へ” ４９億円配分
〜災害の対策や防災・減災対策を推進するため緊急的に予算を配分します〜

令和 5年 6月29日 国土政策局広域地方政策課

　国土交通省は、「防災・減災対策等強化事業推進費」の令和 5 年度　第 1 回配分として、国及び
地方公共団体が実施する22件の公共事業（河川・道路・治山・海岸）に対し、４9億円の予算配分を
決定しました。

　

https://www.mlit.go.jp/report/press/kokudoseisaku09_hh_000135.html

　「防災・減災対策等強化事業推進費」は、大雨による浸水被害等が発生した地域において再度の被災を防止す
るために緊急的に実施する対策や、大雨等による災害を未然に防ぐ事前防災対策であって、用地の確保など地
域等における課題が解決し事業の実施環境が新たに整った場合などに年度途中に機動的に予算を配分し、防災・
減災対策を強化する予算です。

1 ．配分事業の概要（２２件　４９.４３億円（国費））
⑴　被災地域での災害対策
　①　洪水・浸水等対策
　　　（河川、道路）　11件、19.17億円
　②　崖崩れ・法面崩壊等対策
　　　（道路、治山）　10件、28.11億円
⑵　災害が起きる前に被害を防止する事前防災対策
　①　津波対策
　　　（海岸）　　　　 1 件、2.15億円

２ ．添付資料
・別添 1 ：執行地区一覧表
・別添 2 ：執行地区箇所図
・別添 3 ：防災・減災対策等強化事業推進費概要

※個別の案件の詳細（個票）は、国土交通省の
ホームページをご覧ください。

（https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/
kokudoseisaku_tk9_000026.html）

https://www.mlit.go.jp/report/press/kokudoseisaku09_hh_000135.html
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000026.html
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000026.html
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公益社団法人 日本河川協会 参与　松田　芳夫

河川入門講座 ⒀

堰とダム（その２）
―固定堰について―

　堰は河川の水面高を上げるため、河川の流れを堰
止める構造物で、流れの方向とは直角に堤防や高さ
の低いダムの形をしています。
　一口にいえば高さの低いダムです。
　このような堰を「固定堰」といいます。
　すなわち、河川の水路内にわざわざ流れの支障と
なる障害物を設けるわけですから、洪水時には洪水
流下を妨げ、河川の水位が堤防より高くなってあふ
れることがあり、又、堰を越えて落下する洪水の衝
撃力で護岸や堤防が破壊されて災害となります。
　このような事を避けるため、堰をゲート（門扉）
と呼ばれる扉にし、普段は扉を降ろして川の流れを
堰止め、洪水時にはその扉を上へ高く吊り上げてそ
の下を洪水が流れるのを妨げないというタイプの堰
が工夫されました。
　このタイプの堰を「可動堰」といいます。
　昭和49年（1974） 9 月の多摩川水害で、中流部の
東京都と神奈川県の境界にあった農業用水の取水堰
に起因して、東京都側の住宅地が侵食され、住宅19

戸が流失する災害があり、堰の危険性が一躍広く知
られるようになりました。
　このため、 2 年後の昭和51年（1976） 7 月に、長
年の懸案事項であった“河川管理施設等構造令”が
制定され、堰については革命的ともいえる厳しい規
程になりました。

　堰については、原則として可動堰とし、“固定堰
は流下断面内に設けてはならない”と禁止されたの
です。
　既存の堰について構造令には特に定めはありませ
んが、従来の固定堰の改築や更新に際して構造令通
り可動堰化されることになります。
　河川管理施設や水道、大規模な農業用水など、し
っかりした管理者がいる場合は問題は少ないのです
が、管理者がはっきりしないような全国に何万とあ
る小規模な固定堰をどう解消していくのか、河川行
政上の今後も続く難問です。

図　固定堰（一部にゲート部のある改良型）

取水口

土砂吐 洪水吐

魚道 固定堰
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災害対策室長 企画専門官 課長補佐 課長補佐 防災企画官 防災課長 企画専門官 総括災害査定官 災害査定官 災害査定官

課長補佐 災害対策係長 地震防災係長 調整係長 企画係長 災害調整係長 総務係長 災害査定官 災害査定官 災害査定官

企画専門官 管理係長 地震防災係 計画係長 災害第一係員 非常勤 総務係員 災害査定官 災害査定官

管理係員 防災企画係長 災害監査係長 災害第一係長

災害統計係員 災害統計係長

改良計画係長 専門調査官

予算係長 大臣官房付

大臣官房付 課長補佐 調査係長 改良技術係長 研修員

予算係員

災害分析官 法規係長 法規係主任 基準係長 審査係長

課長補佐 災害査定官 企画専門官 防災政策調整官 課長補佐

災害対策室

防 災 課 配 席 図 R5.7.4現在
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（北海道・関東・中部） （東北・中国）
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ブロック代表者会議（全国会議）を開催
公益社団法人 全国防災協会

災害復旧技術専門家派遣制度

　令和 5 年 6 月14日に令和 5 年度災害復旧技術専門
家派遣制度ブロック代表者会議（全国会議）を開催

しました。

令和 5年 6月1４日　　　　　東京都中央区日本橋堀留町：堀留町区民館　会議室

　この会議では、北海道から沖縄まで全国に４02名
いる災害復旧技術専門家派遣制度の運営に当たり、
昨年度の取り組みや課題及び専門家の技術レベルの
維持向上や、派遣制度の周知などの取り組みなど、
今後の派遣制度運営に向け協議するとともに、各ブ
ロックで取り組んでいくことを確認しました。

　昨年の 7 月豪雨、 8 月豪雨では宮城県、青森県、
山形県、岩手県の 6 市町に延べ1４名を派遣し被災し
た市町に対して復旧工法等の助言に当たりました。
今後も大規模災害が発生した場合、国土交通省防災
課の要請などを受け技術専門家を派遣していくこと
も確認しました。

運営委員長挨拶（大谷博信委員長） 来賓挨拶（防災課成田秋義総括災害査定官）

協会だより
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災害復旧技術専門家の登録証の伝達式のご紹介

　災害復旧技術専門家は国や都道府県を退職された
方々で、国土交通本省防災課の災害査定官や都道府
県等の防災担当の本庁課長級もしくは土木事務所長
等の経歴を有し、災害復旧業務に長年携わり制度を
熟知し災害復旧事業に関する高度な技術的知見を有
する経験豊富な技術者です。災害復旧技術専門家に
登録するには、ご本人からの申請と在職していた国
や都道府県の災害担当部局からの推薦に基づき審査
し認定登録しています。登録証等は推薦機関よりご

本人に伝達していただいており、今回、東北地方整
備局での伝達の様子をご紹介いたします。

令和 5 年 6 月27日
　統括防災官髙松昭浩様から花篭利行氏と佐藤正明
氏に登録証を伝達していただきました。
立会者：齋藤茂則総括防災調整官、八木恵里防災対
策技術分析官、片野正章災害対策マネジメント室長、
災害復旧技術専門家本田保惠東北ブロック長

◇ 登録証 伝達 ◇
花篭氏佐藤氏
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箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

北 海 道 2 1,950,000 2 1,950,000 

青 森 1 740,000 1 740,000 

岩 手 1 18,000 1 18,000 

山 形 1 20,000 1 400,000 2 420,000 

新 潟 1 300,000 3 270,000 4 570,000 

富 山 3 130,000 3 130,000 

<7> <320,000> <7> <320,000>

(1) (82,000) (2) (200,000) (3) (282,000)

石 川 1 30,000 4 107,000 190 5,707,600 195 5,844,600 

福 井 4 3,500,000 1 15,000 5 3,515,000 

長 野 56 1,076,000 3 830,000 59 1,906,000 

岐 阜 34 944,500 34 944,500 

静 岡 3 29,000 3 29,000 

愛 知 2 140,000 2 140,000 

三 重 1 10,000 1 10,000 

京 都 3 22,000 3 22,000 

(1) (1,100,000) (1) (1,100,000)

大 阪 1 90,000 1 1,100,000 2 1,190,000 

兵 庫 12 120,000 1 700,000 13 820,000 

奈 良 1 120,000 1 120,000 

和 歌 山 18 181,000 2 1,240,000 20 1,421,000 

島 根 2 130,000 2 85,000 4 215,000 

岡 山 33 726,060 33 726,060 

広 島 30 575,900 30 575,900 

山 口 15 253,000 15 253,000 

徳 島 2 220,000 2 220,000 

<1> <60,000> <1> <60,000>

愛 媛 1 60,000 21 329,000 22 389,000 

高 知 20 911,000 20 911,000 

福 岡 2 1,250,000 2 1,250,000 

佐 賀 3 25,000 3 25,000 

(1) (72,000) (1) (72,000)

長 崎 2 122,000 2 122,000 

熊 本 18 173,700 3 1,170,000 21 1,343,700 

大 分 8 470,000 8 470,000 

鹿 児 島 3 32,500 2 380,200 2 680,000 7 1,092,700 

沖 縄 1 55,000 1 55,000 

浜 松 4 200,000 4 200,000 

広 島 1 102,000 1 102,000 

<1> <60,000> <7> <320,000> <8> <380,000>

(1) (82,000) (2) (1,172,000) (2) (200,000) (5) (1,454,000)

3 390,000 297 6,940,660 21 7,802,200 7 3,770,000 190 5,707,600 8 3,130,000 526 27,740,460 

直 轄 計 1 56,000 1 1,250,000 2 1,306,000 

合 計 3 390,000 298 6,996,660 21 7,802,200 8 5,020,000 190 5,707,600 8 3,130,000 528 29,046,460 

合 計

補 助 計

冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 5年　発生主要異常気象別被害報告 令和 5 年 5 月31日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2 回（15日、月末）国土交通省 HP で公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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